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基礎構造改革と当事者主権のはざまで
―これからのソーシャルワーカーの役割を考える―

リソースセンターいなっふ　岡部 耕典

http://www.eft.gr.jp/     koka@eft.gr.jp
■概念の整理
利用者本位の辞書的定義…「福祉サービスの供給において、考え方や行動の基準を供給者ではなく利用者におく」

当事者主体（主権）の辞書的定義　…「障害をもつその人は、自分自身の人生の主人公として障害に関係するサービスや生活の在り方等の決定や運営に自覚的・意思的に参加し、イニシアティブをとる権利をもっている」

ケアの自律…日常生活において常時ケアをうけることが必要な人にとっては、そのケアに対するイニシアティブとコントロールを欠くことは、生活の自律／自立を失うことである。
パーソナルアシスタンス／ダイレクトペイメント…支援施設ではなくコミュニティにおいてケアをうけながらも自立した生活を送ることを求める障害当事者は、地域生活においてもサービス機関からケアラーを割り当てられるのではなく、障害当事者自らがアシスタントを雇用し、その雇用費用の公的な提供を求める運動を世界各地で展開している。　

自律／自立生活支援…障害福祉の制度政策の激動と再編の時期にある日本においても、パーソナルアシスタンスとダイレクトペイメントによる「自律／自立生活支援」が、現在の障害福祉のオルタナティブとして、自律の力が弱いとされている障害者を含め利用可能とすることを、社会福祉基礎構造改革と福祉の「利用制度化／給付制度化」の延長上に構想していくことが必要である。　
■社会福祉基礎構造改革と「福祉の保険化」

社会福祉基礎構造改革
社会福祉基礎構造改革という「分権化と利用者本位の実現のための福祉改革」（古川1998）という図(figure)を背景に沈めてみると、そこに浮かび上がってくるのは、「財政改革と(財政改革に左右されにくい)新たな政策誘導／財政コントロール手段の確保のための福祉改革」という地(ground)である。　

介護保険制度

社会福祉基礎構造改革の制度モデルとしては、支援費制度の前に介護保険制度があった。

それは、財政改革の流れに抗いつつ、予想される制度の「規模」と「伸び率」に対応するために、徴収・配分・財源を焦点化したサービスモデルであるといえるが、最終的な決定は政治的状況によるものとはいえ、福祉の財源として社会保険を採用することについての強い待望論が当時の政策官僚のなかにもあり、また、財政改革に対抗し、「個人主義が強まるなかでいかに社会連帯を育てるか」（平成７年総合勧告）という課題の達成と、戦後構築されてきた国民皆年金・保険体制の再編・強化として追認されていったものである。
福祉の保険化

支援費制度開始後の財政問題が明らかになるにつれ、このような「福祉の保険化」（伊藤2004,2005）
を、障害の分野まで及ぼそうという政策動向が明らかとなる。
その政策的意図は、第一義的には、利用に応じた（財政側と利用者側双方の）負担拡大のメカニズムを社会福祉の財政システムにもビルドインすることであると考えられるが、同時に、三位一体改革に対抗し、地方分権化により弱まっていく中央のコントロールと省益の確保を、税収不足と社会保障費の増大が同時進行することに伴う財務当局との軋轢を回避しつつ実現するための、障害福祉サービスの「自主財源の確保」でもあるといえる。
＜福祉政策の文脈における社会福祉基礎構造改革＞



＜福祉政策／財政政策の文脈における社会福祉基礎構造改革＞




＜社会福祉基礎構造改革の政策パラダイムシフトと福祉の保険化＞





＜戦後日本の社会福祉・社会保障と福祉政策＞　　　　　　　　　※１．古川(1998)の区分に準拠
	社会福祉 ※１
	福祉政策
	社会保障の枠組に対する主な勧告や答申

	第Ⅰ期(1945-59)

社会福祉定礎期
	自治体単独事業

1956：家庭養護婦派遣事業（長野県・上田）
	1950:社会保障制度審議会「２５年総合勧告」

：社会保障の範囲（定義）および各政策の方向の具体的提示

	第Ⅱ期(1960-73)

社会福祉発展期
	自治体単独事業の国制度化（地方独自事業を後追いし、補助金を投入）

1963：老人福祉法成立に伴い老人家庭奉仕員事業が国制度化
	1962:社会保障制度審議会「３７年総合勧告」

：国民皆保険・年金の成立を踏まえた社会保障のより一層の充実を求める政策提言

	第Ⅲ期(1974-88)

社会福祉調整期
	補助金負担の軽減

1985：補助金交付率の変更

1986：機関委任事務の団体委任事務への変更
	1981-83：第二次臨時行政調査会（第二次臨調）

・国民負担率（の抑制）

・日本型福祉（家族への回帰）

	第Ⅳ期(1989-

97～)

社会福祉転換期

＝「社会福祉基礎構造改革」
	福祉の実施主体そのものを基礎自治体へ移行

1990:福祉八法改正＋ゴールドプラン

1997:介護保険法の成立
	1995:社会保障制度審議会「社会保障制度の再構築に関する勧告」（平成７年総合勧告）

　　・貧困問題から少子高齢化問題へ

　　・３７年勧告の年金保険スキームの追認

　　・介護保険制度の提唱


障害福祉を保険化することの問題
社会保険制度をもちいた再分配のシステムは、国民皆年金・保険制度という、「日本型コーポラティズム(Esping-Andersen1997)」に依拠し、「弱い社会連帯」を「強い企業連帯」（及び家族福祉）のうえに構築してきた日本型福祉の構造特性
には適合していたかもしれないが、それは、高齢要介護者と比べてもマイノリティであり、企業からの拠出に頼ることもできない障害の分野においても当てはまることとはいえない。

家族福祉だけでなく企業主義も揺らいでいる現在の日本において、障害の分野においても「個人主義の強まるなかで社会連帯を育てる」ことを「福祉の保険化」という戦略によっておこなうことは、負担の拡大よりも給付の抑制を志向する「弱い連帯基盤に基づく消極的な再分配の制度化」を加速し、障害福祉の供給は抑制されていく可能性が高い。
障害の分野にまで「福祉の保険化」をすすめるまえに、「社会保険年金中心主義」（広井1999）の更なる拡大に対する再検討と、福祉の再分配の在り方に対する国民的な議論と合意形成が求められている。　
■障害福祉のサービスシステム

利用制度化／給付制度化

社会福祉基礎構造改革のシステム変更の実体は、福祉サービスの利用制度化／給付制度化として把握することができる。
利用制度化：福祉サービスの利用を、措置権者の行政処分に基づくものから利用者の利用契約に基づくものへと転換させること

給付制度化：措置委託費という事業者に対する補助金に基づくサービスを現物支給する制度を、サービスの購入費を利用者に給付する制度へと転換すること

利用者本位と受給者本位

これまで社会福祉基礎構造改革の理念を語るときにしばしばもちいられてきた「利用者本位」(古川1998)とは、「（利用制度における）利用者」及び「利用契約などのサービスの利用システムとそのプロセス」を焦点化し、「利用者による福祉サービスの主体的な利用」を支持する概念であるが、公の費用負担と民によるサービスの供給が前提となる擬似市場においては、利用者の意思決定が現実化するのは、必要なサービスの選択がその購入に見合った資金の給付によって担保されることが前提となる。
つまり、利用制度化／給付制度化された福祉サービスにおいては、事業者ではなくサービスの利用者がイニシアティブをもつ「素人主権」（加賀山2001）に支えられる「利用者本位」と、受給を利用者の権利として構築する「権利本位」（ibid.2001）の制度のもとでの「受給者本位」の実現が求められる。

＜福祉サービスの利用／給付制度における受給者本位＞






割当と必要の調整基準とメカニズム
受給者本位の実現のためには、これまでの政策側からの割当と利用者から求める必要の二者択一的な方法論を超え、ミクロの必要とマクロの財政との間の動的な調整を図るための調整基準及び調整のメカニズムが構築され、それがシステムにビルトインされなくてはならない。

＜必要と割当の調整基準とメカニズム＞
	Ⅰ－ⅰ
	ミクロの基準
	必要の判断基準

	Ⅰ－ⅱ
	ミクロのメカニズム
	受給過程への利用者参画と受給支援


	Ⅱ－ⅰ
	マクロの基準
	必要量の調査に基づく予算

	Ⅱ－ⅱ
	マクロのメカニズム
	必要量の変動に対する調整


第三者判定モデルと交渉決定モデル
財政による割当と必要に基づく給付の調整は、給付調整システムにおいておこなわれるが、そこには、「カテゴリカルな分類（三浦1995）・エンタイトルメント制度（坂田2003）」である介護保険制度のような「第三者判定モデル」と、「個別的なニード測定（三浦1995）・裁量制度（坂田2003）」である支援費制度のような「交渉決定モデル」という、ふたつの理念型が存在する。 
そもそも受給調整というものを原理的に検討するならば、受給資格（適格性:eligibility）を客観的な基準で判定することに重きをおくということと、受給者が自らの必要を支給決定権者に訴える交渉あるいは折衝(negotiation)、すなわち一種の政治過程を重視するという、異なるふたつの方向があることが、このことに関係している。
＜第三者判定モデルと交渉決定モデル＞
	給付調整モデル
	第三者判定モデル
	交渉決定モデル

	分配のｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ
	供給側(supply side)
	需要側(demand side)

	支配的な調整原理
	適格性（eligibility）
	折衝（negotiation）

	給付調整の在り方
	抽象的/要介護度基準・第三者判断型
	具体的/生活必要度基準・当事者参加型

	現実の制度
	介護保険制度
	支援費制度


選別／分配の方法①　…障害の分野におけるケアマネジメントの三類型







選別／分配の方法②　…本人中心のプラン（本人中心のアプローチ）
アメリカのカリフォルニア州で、発達障害者のためにもちいられるPC-IPP （Person-Centered Individual Program Plan）は、「本人と家族のニーズ、好み、および選択を記述したもの」であり、「個別的ニーズの決定プロセスを通して作られ、本人と家族を中心とする取り組みを具体化させたもの」であるといわれる。そして、その作成のプロセスは、発達障害者とその家族が、「能力と可能性を作るのに必要なサービスの支援を得ることができるように本人中心の方法（Person Centered Approach）でおこなわれ」、「どこで誰と住むか、誰と交際するか、自分の時間をどう過ごすか、どんな仕事をするか、およびその他の日常生活の場面で選択する機会を提供」するものだとされている。（State of California 2000 翻訳2004,p.27）
選別／分配の方法③　…受給支援におけるケアマネジメントとアドボカシー



選別／分配の方法④　…必要に応じた／必要な者すべてに対する分配

＜まず分けてみる ―可能な限り出来高払いに近づける―　(立岩2004)＞

１）再分配することそのものに対する社会の合意形成を可能な限りおこなう。

２）なるべく広い範囲からの徴収と、なるべく広い範囲への受給資格の付与をおこなう

３）給付に際しては、所有そのものを価値とするものではない限り、その選好の中身には踏み込まず提供する。

4） 給付調整は、分配に対し資源が不足し、かつそのための徴収の強化が、他者の人権を侵害するときのみ、やむを得ず、おこなう。

5） 給付調整のための基準や技術は、以下の三点に留意しつつ、最低限／最後の段階の稼動とする。
　　　　①　仕方なく採用されたものであること

　　　　②　使わなくてもいいときは使わないほうがいいということ

　　　　③　介入強化や分配の縮減のための「口実」として使われることの自覚
福祉サービスを利用制度化／給付制度化するにあたっては、本来必要な２つの条件整備(enabling)がある。そのひとつは、あらかじめ割当による総供給量の上限を前提とした受給資格の制限をおこなうのではなく、まずは、「必要な者すべてに対する分配」を可能とする予算の総量を確保する努力がおこなわれることである。そして、もうひとつは、利用者と行政官との非対等な関係を前提とし、要介護度認定による判断の客観化ではなく、受給支援のためのアドボカシー(advocacy)が確保されることである。
■自律／自立生活支援（ケアの自律）
ダイレクトペイメント
欧米におけるパーソナルアシスタンス／ダイレクトペイメントとは、基本的には、以下のようなことを前提とするものである。
・利用者（の口座）による直接受領

・利用者によるアシスタントの直接雇用

・給付には、利用者によるアシスタントの管理費も含む

・時間単価を含む雇用条件や「提供する便宜の内容」は、利用者（雇用者）とアシスタントが決める

これに対して、日本の支援費制度や介護保険制度などでは、以下のようになる。
・事業者による代理受領

・ケアラーの雇用と担当者の決定は事業者

・給付には、事業者の間接費も含む

・給付単価や提供する便宜の内容は、国が決める・雇用条件は、事業者が決める

つまり、同じ現金給付であっても、パーソナルアシスタンス／ダイレクトペイメントに比べて、現行の支援費制度や介護保険制度などは、「ケアの自律」が大きく制限されている。
自立支援と自律支援

ダイレクトペイメントの利用には、①ケア管理能力、②金銭管理能力、③自己査定能力

が必要とされる。

しかし、このような「能力」を、「個別の利用者が支援を受けながら実現すればよい能力」としてとらえ、その提供が、利用者のパーソナルアシスタントによっておこなわれるならば、認知的な活動に制約をうける障害者においても、ダイレクトペイメントは選択可能となる。
具体的にいえば、動作的な活動の補完をケアラーが果たし、買物での現金の受け渡しや銀行での機械の操作をその指示に従っておこなうことが「支援をうけた自立」であり、そのための支援を、「自立支援」と考えるならば、同様に、認知的な活動において、利用者の意向を汲み取ってケアラーを監督し必要な指示をだすこと、また、金の使い方の相談やその自己管理も含めた支援をおこなうこと、あるいは、利用者の夢や希望を給付や支援に置き換えて可能な限り客観化し説得することなどは、ケアの管理・金銭管理・自己査定に対する「支援をうけた自律」であり、「自律支援」と考えればよい。

＜自立支援と自律支援の便宜の内容＞ 

	類　　型
	便宜の内容

	自立支援
	・身体介護（入浴、排泄、食事、着替え、服薬、洗顔、歯磨き、髭剃り、爪切り等）

・家事援助（調理、食事準備、後かたづけ、買物、掃除、洗濯、布団干し、ごみ捨、整理整頓等）

・移動介護（公共機関、通院、余暇活動、買物、会議への参加等）

・行動援護（強度行動障害に対する予防的・制御的・身体介護的対応）
＜上記の便宜の内容に加えて下記等を含み、かつそれが統一的に提供されることが必要＞

・見守り（上記内容を本人が実行するための声かけ、自傷・他害防止含む）

・コミュニケーション支援

・金銭利用支援（お金を下ろす手伝い、買物の際のお金に関するサポート）

・話相手

・人間関係の調整

・緊急時の対応（体調不良時の病院への付添、事故、近所とのトラブル等）

	自律支援
	・行政手続の援助

・金銭管理の支援（銀行口座の開設、家賃・光熱費の引落、お金の下ろしかたや使い方の相談）

・健康管理の支援（病院を選ぶ相談、病院への同行、病気の内容や薬に関する説明、薬の管理等）

・１週間、１ヶ月、１年という単位での生活のプラン作りの支援

・社会資源のコーディネート（ヘルパーを入れる時間の相談、事業所との調整、日中活動の場を一緒に探すこと等）

・就労の支援（求人広告を一緒に見てできそうなことを一緒に探す、面接への同行、ジョブコーチ等）

・悩み事や日常生活で困った場合（例えばエアコンの操作がうまくできない等）への電話での対応


利用者のエージェントとしての利用者協同組合
日本において、このような自律支援を実現するためには、自立生活センターが実質的なパーソナルアシスタンスを実現するためにとってきた「利用者と事業者の一体化」という戦略の再評価と再構築をおこない、自立生活センターや当事者団体を母体とし、協同組合形式による自律／自立支援の提供を構想することが必要である。

非営利団体の基本機能（足立2005）
①非営利であることに起因する部分（先駆的機能・アドボカシー機能・価値の擁護機能）

　②事業をおこなう組織であることに起因する部分（改革機能・サービス提供機能）

※公的負担のコストカッターとならないためには、これらの機能（非営利・事業体）に加えて、利用者のイニシアティブを担保する「共同体」であることが必要。
■これからの障害福祉のサービスシステムのために
社会福祉基礎構造改革のもとで進められてきた利用制度化／給付制度化の延長線上に、なにを求めるのか…ダイレクトペイメント／パーソナルアシスタンスの制度化を前提として、福祉の給付制度の再編を構想するための概念整理と試案が必要
福祉的援助の三類型

　福祉的援助には、生活モデルに基づく「介護的福祉」だけでなく、社会モデルに基づく「自律的福祉」と、医学モデルに基づく「福祉的医療」がある。

＜障害の分野における福祉的援助の三類型＞





援助モデルに基づく障害福祉の給付制度の再編

　障害福祉の利用／給付制度は、このような三類型に基づき、それぞれに最も適した給付方式・給付調整モデル・財源方式・根拠法に基づいて再編されるべきである。
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�「社会福祉基礎構造改革がめざしている社会福祉再編の最終的モデルは、介護保険制度であると考えられ（福祉の保険化）、介護保険制度と支援費制度の統合案は、それを障害者分野において実現しようとする構想ともみることができる。」(伊藤2004,p.98)


� 「ビスマルク的保守体制と自由主義的な残余主義の合成」(Esping-Andersen1997)


�知的障害者が地域で生活する場合に必要な介護や生活支援について」平成１５年３月３日障害者（児）の地域生活のあり方検討委員会知的障害者・児に関する支援の在り方作業班（第２回）ピープルファースト東京提出資料をさらに修正して作成。
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